
調査結果のあらまし(常用労働者)

１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

　９月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 2.9％増加の 377,722円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 1.0％減少、情報通信業 2.3％増加、卸売業，小売
業 1.9％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 2.1％増加の 355,861円となっ
た。また、所定内給与は、同 2.1％増加の 332,126円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 1.3％減少、情報通信業
1.4％増加、卸売業，小売業 2.7％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 0.4％増加となった。

（図１、表１、統計表第15表）

 (2) 事業所規模30人以上

　９月の現金給与総額は、規模30人以上で前年同月比 2.8％増加の 417,238円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 0.1％増加、情報通信業 3.0％増加、卸売業，小売
業 3.0％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 2.1％増加の 392,793円となっ
た。また、所定内給与は、同 2.3％増加の 364,817円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 0.4％減少、情報通信業
1.8％増加、卸売業，小売業 3.3％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 0.4％増加となった。

（表１、統計表第15表）

　注：令和６年１月分確報において、推計に用いる母集団労働者数の更新作業（ベンチマーク更新）を実施しました。

賃金、労働時間及びパートタイム労働者比率の令和６年（１月分確報以降）の前年同月比等については、令和５年１月に

ベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することにより算出しているため、指数

から算出した場合と一致しません。
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－（参考）



令和６年９月分

（単位：　円・％）

前 年
同 月 比

前 年
同月比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 377,722 2.9 355,861 2.1 332,126 2.1 23,735 21,861

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 658,695 5.1 656,540 5.3 621,111 5.1 35,429 2,155

建 設 業 514,733 12.1 451,585 0.5 422,341 1.1 29,244 63,148

製 造 業 402,642 -1.0 389,851 -1.3 368,247 -0.7 21,604 12,791

電気・ガス・熱供給・水道業 533,887 5.8 530,936 5.9 461,159 5.2 69,777 2,951

情 報 通 信 業 474,687 2.3 435,705 1.4 399,319 1.5 36,386 38,982

運 輸 業 ， 郵 便 業 425,736 4.7 409,722 5.4 357,520 6.0 52,202 16,014

卸 売 業 ， 小 売 業 377,143 1.9 354,196 2.7 336,319 2.9 17,877 22,947

金 融 業 ， 保 険 業 532,451 7.4 486,179 4.3 449,370 3.7 36,809 46,272

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 414,469 3.9 399,723 5.7 372,423 5.2 27,300 14,746

学術研究，専門・技術サービス業 520,342 4.4 461,235 3.0 436,167 3.7 25,068 59,107

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 180,072 7.6 174,857 7.0 165,336 7.3 9,521 5,215

生活関連サービス業，娯楽業 279,395 4.9 267,258 3.8 253,851 2.7 13,407 12,137

教 育 ， 学 習 支 援 業 304,297 -6.2 299,269 -6.6 291,143 -6.6 8,126 5,028

医 療 ， 福 祉 301,204 2.6 298,303 3.3 279,196 2.2 19,107 2,901

複 合 サ ー ビ ス 事 業 357,528 2.0 339,716 -3.1 313,771 -4.1 25,945 17,812

サービス業（他に分類されないもの） 302,590 0.9 298,092 1.7 276,428 2.2 21,664 4,498

調 査 産 業 計 417,238 2.8 392,793 2.1 364,817 2.3 27,976 24,445

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 658,695 5.1 656,540 5.3 621,111 5.1 35,429 2,155

建 設 業 557,230 14.9 480,501 1.2 446,716 1.8 33,785 76,729

製 造 業 445,711 0.1 428,835 -0.4 403,019 0.3 25,816 16,876

電気・ガス・熱供給・水道業 536,320 4.6 533,223 4.8 460,065 4.5 73,158 3,097

情 報 通 信 業 481,538 3.0 441,717 1.8 403,423 1.9 38,294 39,821

運 輸 業 ， 郵 便 業 438,895 4.8 419,820 5.3 364,967 6.4 54,853 19,075

卸 売 業 ， 小 売 業 437,469 3.0 408,361 3.3 386,931 3.7 21,430 29,108

金 融 業 ， 保 険 業 523,377 0.8 503,925 3.7 463,750 3.4 40,175 19,452

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 444,573 2.6 428,782 2.9 399,952 3.3 28,830 15,791

学術研究，専門・技術サービス業 557,452 4.4 490,473 3.7 461,984 4.5 28,489 66,979

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 253,328 5.0 241,548 3.1 229,089 2.9 12,459 11,780

生活関連サービス業，娯楽業 304,264 4.1 292,297 4.9 273,037 3.6 19,260 11,967

教 育 ， 学 習 支 援 業 344,181 -5.4 339,271 -5.8 329,770 -5.7 9,501 4,910

医 療 ， 福 祉 331,372 3.8 328,961 3.7 303,521 2.2 25,440 2,411

複 合 サ ー ビ ス 事 業 373,377 2.4 373,327 2.3 336,987 1.6 36,340 50

サービス業（他に分類されないもの） 302,236 -0.1 297,410 0.6 275,812 1.3 21,598 4,826

　注：令和６年１月分確報において、推計に用いる母集団労働者数の更新作業（ベンチマーク更新）を実施しました。

賃金、労働時間及びパートタイム労働者比率の令和６年（１月分確報以降）の前年同月比等については、令和５年１月に

ベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することにより算出しているため、指数

から算出した場合と一致しません。
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２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

　９月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 3.3％減少の 135.6時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 3.4％減少の 124.3時間、所定外労働
時間数は、同 1.8％減少の 11.3時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 10.4時間（前年同月比 4.6％減少）、情報通信業
16.4時間（同 1.2％減少）、卸売業，小売業 8.7時間（同 2.3％減少）となった。

（図２－１、図２－２、表２）

 (2) 事業所規模30人以上

　９月の総実労働時間数は、規模30人以上で前年同月比 3.8％減少の 140.3時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 3.9％減少の 127.5時間、所定外労働
時間数は、同 3.0％減少の 12.8時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 11.8時間（前年同月比 4.8％減少）、情報通信業
17.1時間（同 1.1％減少）、卸売業，小売業 10.0時間（同 7.4％減少）となった。

（表２）

　注：令和６年１月分確報において、推計に用いる母集団労働者数の更新作業（ベンチマーク更新）を実施しました。

賃金、労働時間及びパートタイム労働者比率の令和６年（１月分確報以降）の前年同月比等については、令和５年１月に

ベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することにより算出しているため、指数

から算出した場合と一致しません。
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令和６年９月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 16.9 135.6 -3.3 124.3 -3.4 11.3 -1.8

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 17.6 153.3 -2.4 129.0 -5.0 24.3 15.1

建 設 業 18.9 158.2 -4.0 143.3 -3.2 14.9 -11.3

製 造 業 18.0 146.8 -4.3 136.4 -4.3 10.4 -4.6

電気・ガス・熱供給・水道業 17.7 152.4 -3.3 135.0 -3.8 17.4 1.1

情 報 通 信 業 17.7 151.4 -4.3 135.0 -4.5 16.4 -1.2

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.5 160.1 -0.9 140.8 -1.8 19.3 4.8

卸 売 業 ， 小 売 業 17.1 135.2 -2.3 126.5 -2.4 8.7 -2.3

金 融 業 ， 保 険 業 17.2 143.6 -3.5 126.3 -5.0 17.3 7.4

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.1 145.7 -2.4 132.9 -3.1 12.8 4.9

学術研究，専門・技術サービス業 17.8 150.4 -4.5 135.2 -4.4 15.2 -4.5

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 13.1 94.8 1.4 88.4 1.3 6.4 3.3

生活関連サービス業，娯楽業 16.0 124.0 0.6 115.9 -0.5 8.1 20.9

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.5 103.9 -9.6 98.1 -8.4 5.8 -25.6

医 療 ， 福 祉 15.9 121.0 -1.7 114.0 -2.5 7.0 14.8

複 合 サ ー ビ ス 事 業 17.9 138.2 -5.6 125.8 -6.5 12.4 4.3

サービス業（他に分類されないもの） 17.4 138.4 -4.0 127.3 -3.8 11.1 -5.9

調 査 産 業 計 17.2 140.3 -3.8 127.5 -3.9 12.8 -3.0

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 17.6 153.3 -2.4 129.0 -5.0 24.3 15.1

建 設 業 18.3 155.9 -4.1 138.8 -3.3 17.1 -11.0

製 造 業 17.7 147.3 -5.0 135.5 -4.9 11.8 -4.8

電気・ガス・熱供給・水道業 17.8 153.6 -2.4 135.2 -3.3 18.4 4.5

情 報 通 信 業 17.7 151.2 -4.4 134.1 -4.7 17.1 -1.1

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.3 158.1 -2.0 139.0 -2.4 19.1 1.6

卸 売 業 ， 小 売 業 17.4 140.6 -2.4 130.6 -2.0 10.0 -7.4

金 融 業 ， 保 険 業 17.3 145.4 -3.7 126.6 -4.9 18.8 4.4

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.0 143.8 -4.8 131.2 -4.3 12.6 -9.4

学術研究，専門・技術サービス業 17.8 152.5 -4.0 136.0 -4.3 16.5 -2.4

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14.6 112.7 -0.2 104.8 -0.1 7.9 -1.2

生活関連サービス業，娯楽業 15.7 120.9 2.1 110.7 0.6 10.2 21.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 15.0 109.3 -9.9 102.5 -8.8 6.8 -22.7

医 療 ， 福 祉 16.2 125.7 -2.7 117.2 -3.8 8.5 14.9

複 合 サ ー ビ ス 事 業 18.7 145.6 -3.9 127.5 -5.4 18.1 8.5

サービス業（他に分類されないもの） 17.3 137.3 -5.4 126.3 -5.0 11.0 -8.3

　注：令和６年１月分確報において、推計に用いる母集団労働者数の更新作業（ベンチマーク更新）を実施しました。

賃金、労働時間及びパートタイム労働者比率の令和６年（１月分確報以降）の前年同月比等については、令和５年１月に

ベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することにより算出しているため、指数

から算出した場合と一致しません。
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３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　９月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 1.8％増加の 8,630千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 0.3％増加、情報通信業 2.4％増加、卸売業，小売
業 1.4％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.1ポイント上昇し、23.4％となっ
た。

（図３－１、図３－２、表３）

 (2) 事業所規模30人以上

　９月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 1.7％増加の 6,254千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 1.0％増加、情報通信業 2.0％増加、卸売業，小売
業 1.0％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.2ポイント上昇し、17.1％となっ
た。

（表３）

　注：令和６年１月分確報において、推計に用いる母集団労働者数の更新作業（ベンチマーク更新）を実施しました。

賃金、労働時間及びパートタイム労働者比率の令和６年（１月分確報以降）の前年同月比等については、令和５年１月に

ベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することにより算出しているため、指数

から算出した場合と一致しません。

-4

-2

0

2

4

6

8

5年

９月

10月 11月 12月 6年

１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

調査産業計
製造業
情報通信業
卸売業，小売業

-3

-2

-1

0

1

2

5年

９月

10月 11月 12月 6年

１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

パートタイム労働者比率

図３－１ 常用労働者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－（参考）

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－（参考）



令和６年９月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同 月比

前 年
同 月差

前 年
同 月差

前 年
同 月差

調 査 産 業 計 8,630,232 1.8 1.51 -0.42 1.73 0.02 23.4 0.1

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,284 6.2 1.80 -0.24 1.41 -0.16 － － 

建 設 業 388,973 3.1 0.77 -0.27 0.83 -0.09 3.1 -0.1

製 造 業 443,213 0.3 0.52 -0.37 1.22 0.38 11.9 3.2

電気・ガス・熱供給・水道業 39,043 -5.5 0.27 -0.57 0.23 -0.46 1.9 0.0

情 報 通 信 業 1,043,026 2.4 0.78 -0.38 0.97 -0.18 4.6 0.2

運 輸 業 ， 郵 便 業 425,607 1.4 1.39 0.25 1.71 0.29 8.8 -1.8

卸 売 業 ， 小 売 業 1,668,602 1.4 1.34 -0.14 1.31 -0.28 25.0 0.0

金 融 業 ， 保 険 業 391,968 -2.4 0.60 -0.08 0.84 -0.16 6.4 -0.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 278,501 -0.2 0.98 -0.22 0.69 -0.35 13.3 -0.6

学術研究，専門・技術サービス業 568,767 4.0 1.00 -0.80 1.33 0.18 8.5 0.7

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 690,005 5.5 3.84 -1.85 4.10 -0.21 68.6 -2.4

生活関連サービス業，娯楽業 244,181 6.5 1.78 0.11 2.11 0.22 37.1 0.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 433,689 1.7 3.12 0.16 2.67 0.70 41.6 4.9

医 療 ， 福 祉 894,975 0.7 1.53 -0.17 2.07 0.10 33.7 -0.9

複 合 サ ー ビ ス 事 業 26,703 -0.6 0.20 -0.85 0.79 0.00 20.7 2.5

サービス業（他に分類されないもの） 1,091,695 0.5 1.81 -0.75 2.23 0.37 26.7 -0.6

調 査 産 業 計 6,253,844 1.7 1.32 -0.25 1.54 0.06 17.1 0.2

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,284 5.4 1.80 -0.24 1.41 -0.16 － － 

建 設 業 255,992 3.2 0.77 -0.07 0.81 -0.08 1.9 0.4

製 造 業 324,928 1.0 0.58 -0.09 1.16 0.52 7.3 1.2

電気・ガス・熱供給・水道業 34,069 -6.1 0.31 -0.30 0.26 -0.15 1.8 -0.2

情 報 通 信 業 936,418 2.0 0.79 -0.19 0.89 -0.11 4.6 0.3

運 輸 業 ， 郵 便 業 354,582 0.7 1.27 0.04 1.85 0.41 8.1 -0.5

卸 売 業 ， 小 売 業 1,078,625 1.0 0.99 0.01 0.97 -0.18 15.7 -1.4

金 融 業 ， 保 険 業 333,184 -1.6 0.63 -0.14 0.75 -0.15 6.3 0.1

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 206,200 2.1 0.77 -0.47 0.78 -0.17 10.6 0.7

学術研究，専門・技術サービス業 449,422 5.0 1.12 -1.04 1.19 0.07 5.6 1.1

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 267,026 7.4 2.86 -2.41 3.09 -1.48 50.8 -3.1

生活関連サービス業，娯楽業 140,529 5.8 1.27 0.21 2.10 0.15 33.9 -0.1

教 育 ， 学 習 支 援 業 337,823 1.9 3.52 0.78 3.23 1.04 35.6 5.0

医 療 ， 福 祉 573,751 0.0 1.46 0.02 1.87 -0.22 29.0 0.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 16,182 -2.0 0.33 -0.15 0.55 0.06 18.8 0.7

サービス業（他に分類されないもの） 943,829 0.7 1.85 -0.76 2.36 0.47 27.1 0.0

　注：令和６年１月分確報において、推計に用いる母集団労働者数の更新作業（ベンチマーク更新）を実施しました。

賃金、労働時間及びパートタイム労働者比率の令和６年（１月分確報以降）の前年同月比等については、令和５年１月に

ベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することにより算出しているため、指数

から算出した場合と一致しません。

５
人
以
上

30
人
以
上

表３　常用労働者数及び労働異動率  

規模 産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率


